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功績の概要 
海岸の侵食機構解明や気候変動対応等、 

海岸保全対策に貢献 

功  績  事  項 

40 年以上の長期にわたり、長期的な海岸変形・侵食機構の解明、流砂系の土砂管理と環

境保全対策等の基礎研究、津波・高潮の防災や沿岸域の環境保全など現実社会の課題解決

に資する研究活動に取り組み、海岸工学の発展や各地の海岸保全対策の推進に貢献した。 

１． 海岸における侵食機構の解明やその対策、気候変動下における津波・高潮からの防災、

沿岸域の環境保全など海岸工学の中でも幅広い分野で多くの先駆的な研究成果を上げ

ている。また、海岸や防災をテーマとした各種シンポジウム等での講演や著書を通じ

て研究成果の普及や意識啓発にも取り組んでいる。 

２． 令和４年には UAV を用いた高頻度の現地観測から砂礫海岸における土砂の移動メカニ

ズムを考察した論文を公表し、土木学会の海岸工学論文賞を受賞するなど、近年にお

いても、その研究成果は高く評価されている。また、土木学会海岸工学委員会の

「Coastal Engineering Journal」において多数の論文発表を行い、平成 28 年に「CEJ 

Best Citation Award」を受賞したほか、米国土木学会主催の海岸工学国際会議等の国

際学会において多数の研究発表を行うなど、国外への研究成果の発信も多い。 

３． 国土交通省が設置した「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」の座長を

務め、今後の海岸保全のあり方や海岸保全の前提となる外力の考え方、気候変動を踏

まえた整備手法等について提言をとりまとめた。この提言を踏まえ、国土交通省及び

農林水産省は、海岸法に基づく海岸保全基本方針を変更しており、佐藤氏の貢献によ

り国内における気候変動を踏まえた海岸保全の大きな方針が定まった。 

４． 東日本大震災を受けて設置された国や土木学会等の委員会に数多く参画し、海岸堤防

の設計津波や粘り強い海岸堤防の考え方、津波防災地域づくり法に基づく各種施策の

技術基準のとりまとめなど、海岸行政の大転換にあたって多大なる貢献をされた。 

 

 
気候変動を踏まえた海岸保全への転換

ハード対策

ハード・ソフトを組み合わせた
地域づくり

・高潮の予測
技術の高度化
・浸水予測
・タイムライン 等

面的防護
・砂浜保全
・沖合施設

線的防護
・越流防止
・越波抑制

海岸線の後退 ＜現在の設計＞ ＜変化する外力＞

潮位偏差

計画波浪に
対する必要高

余裕高

朔望平均満潮位

潮位偏差の
変動量

平均海面水位
の上昇量

波浪の強大化等
の影響分

■気候変動による外力変化イメージ

・浸水想定区域の指定
・リスクに応じた
土地利用 等

■IPCC 海洋・雪氷圏特別報告書（SROCC）（令和元年９月）
1986～2005年に対する2100年までの平均海面水位の上昇範囲は、

RCP2.6では0.29-0.59mと予測。
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ソフト対策将来の降雨量は
1.1～1.15倍

RCP8.5（４℃上昇相当）※2

RCP2.6（２℃上昇相当）※1

※1：パリ協定の２℃目標に相当する、21世紀末に温室効果ガス
の排出をゼロにした場合のシナリオ
※2：現在のように温室効果ガスを排出し続けた場合のシナリオ

℃ ＜世界の平均気温の将来予測＞


